
貸 借 対 照 表 
   

 (平成28年12月31日現在) (単位：千円) 
 

資   産   の   部  負   債   の   部 
科     目 金    額  科     目 金    額 

流 動 資 産 96,085,111  流 動 負 債 38,419,228 
現 金 及 び 預 金 11,289,062  支 払 手 形 904,334 
受 取 手 形 246  買 掛 金 2,511,837 
割 賦 債 権 24,214,652  短 期 借 入 金 2,570,000 
リ ー ス 債 権 668,787  １年内返済予定の長期借入金 26,723,969 
リ ー ス 投 資 資 産 55,094,565  １年内償還予定の社債 2,500,000 
営 業 貸 付 金 244,536  1年内支払予定の債権流動化に伴う長期支払債務 213,280 
その他の営業貸付債権 2,196,308  リ ー ス 債 務 606,095 
賃 貸 料 等 未 収 入 金 1,817,048  未 払 金 132,356 
貯 蔵 品 800  未 払 法 人 税 等 399,710 
前 払 費 用 316,103  未 払 費 用 111,356 
繰 延 税 金 資 産 236,300  賃 貸 料 等 前 受 金 418,943 
未 収 収 益 571  預 り 金 102,773 
短 期 貸 付 金 89,088  前 受 収 益 24,464 
そ の 他 28,195  割 賦 未 実 現 利 益 1,129,259 
貸 倒 引 当 金 △111,150  役 員 賞 与 引 当 金 25,000 

固 定 資 産 17,613,965  賞 与 引 当 金 45,850 
有形固定資産 14,210,074  固 定 負 債 68,358,857 
賃 貸 資 産 14,127,139  社 債 7,950,000 
リ ー ス 資 産 350,295  長 期 借 入 金 50,081,664 
建 物 7,405,144  債権流動化に伴う長期支払債務 2,238,180 
構 築 物 394,193  リ ー ス 債 務 1,339,532 
土 地 5,970,894  退 職 給 付 引 当 金 52,352 
建 設 仮 勘 定 6,613  営 業 受 取 保 証 金 5,894,593 
社 用 資 産 82,936  長 期 未 払 金 120,377 
建 物 0  資 産 除 去 債 務 621,677 
構 築 物 2,418  そ の 他 60,482 
器 具 備 品 55,226  負債合計 106,778,085 
土 地 25,292  純  資  産  の  部 

無 形 固定資産 83,560  株 主 資 本 6,752,920 
リ ー ス 資 産 12,762  資 本 金 2,297,430 
ソ フ ト ウ ェ ア 66,233  資 本 剰 余 金 2,137,430 
電 話 加 入 権 4,565  資 本 準 備 金 2,137,430 
投資その他の資産 3,320,331  利 益 剰 余 金 2,542,640 
投 資 有 価 証 券 1,052,012  利 益 準 備 金 140,400 
関 係 会 社 株 式 10,000  そ の 他 利 益 剰 余 金 2,402,240 
出 資 金 9,330  別 途 積 立 金 1,901,000 
長 期 貸 付 金 12,851  繰 越 利 益 剰 余 金 501,240 
固 定 化 営 業 債 権 31,581  自 己 株 式 △224,579 
長 期 前 払 費 用 341,971  評価・換算差額等 320,909 
営 業 差 入 保 証 金 1,374,358  その他有価証券評価差額金 320,909 
繰 延 税 金 資 産 326,421    
そ の 他 178,628    
貸 倒 引 当 金 △16,823    

繰 延 資 産 152,838    
社 債 発 行 費 152,838  純資産合計 7,073,830 

資産合計 113,851,915  負債・純資産合計 113,851,915  

第45期決算公告 
 
平成29年４月７日 

札幌市中央区北１条東３丁目３番地

取締役社長 関     寛



損 益 計 算 書 
     

 

(自 平成 至 平成 
28 
28 
年 
年 
１ 
12 
月 
月 
１ 
31 
日 
日 ) (単位：千円) 

 

科            目 金       額 
売 上 高   
リ ー ス 売 上 高 20,444,735  
賃 貸 料 収 入 3,160,598  
割 賦 売 上 高 12,254,686  
フ ァ イ ナ ン ス 収 益 56,935  
そ の 他 の 売 上 高 433,281 36,350,234 

売 上 原 価   
リ ー ス 原 価 18,280,485  
賃 貸 原 価 2,016,105  
割 賦 原 価 11,522,523  
そ の 他 の 売 上 原 価 315,918  
資 金 原 価 1,576,942 33,711,973 
売 上 総 利 益  2,638,261 

販売費及び一般管理費  2,000,249 
営 業 利 益  638,012 

営 業 外 収 益   
受 取 利 息 455  
受 取 配 当 金 24,429  
償 却 債 権 取 立 益 2,443  
そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,275 28,601 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 14,677  
支 払 手 数 料 2,142  
そ の 他 の 営 業 外 費 用 161 16,980 
経 常 利 益  649,633 

特 別 利 益   
投 資 有 価 証 券 売 却 益 29,689  
固 定 資 産 売 却 益 155,301 184,989 

特 別 損 失   
固 定 資 産 売 却 損 3  
固 定 資 産 除 却 損 1,483  
減 損 損 失 10,546 12,032 
税 引 前 当 期 純 利 益  822,591 
法人税、住民税及び事業税 524,190  
法 人 税 等 調 整 額 △177,100 347,090 
当 期 純 利 益  475,501 

 



株主資本等変動計算書 
     

 

(自 平成 至 平成 
28 
28 
年 
年 
１ 
12 
月 
月 
１ 
31 
日 
日 ) (単位：千円) 

 

 

株       主       資       本 

資  本  金 
資  本  剰  余  金 

資 本 準 備 金 資本剰余金合計 

当 期 首 残 高 2,297,430 2,137,430 2,137,430 

当 期 変 動 額    

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― 

当 期 末 残 高 2,297,430 2,137,430 2,137,430 

 
(単位：千円) 

 

 

株       主       資       本 

利   益   剰   余   金 

自己株式 株主資本 
合  計 利 益 

準備金 

その他利益剰余金 利 益 
剰余金 
合 計 別 途 

積立金 
繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 140,400 1,901,000 430,461 2,471,861 △197,308 6,709,413 

当 期 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当   △64,723 △64,723  △64,723 

当 期 純 利 益   475,501 475,501  475,501 

自 己 株 式 の 取 得    ― △368,031 △368,031 

自 己 株 式 の 処 分    ― 760 760 

自 己 株 式 の 消 却   △340,000 △340,000 340,000 ― 
株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額)    ―  ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 70,778 70,778 △27,271 43,507 

当 期 末 残 高 140,400 1,901,000 501,240 2,542,640 △224,579 6,752,920 

 
  



(単位：千円) 
 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純資産合計 そ  の  他 
有 価 証 券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当 期 首 残 高 348,844 348,844 7,058,257 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当  ― △64,723 

当 期 純 利 益  ― 475,501 

自 己 株 式 の 取 得  ― △368,031 

自 己 株 式 の 処 分  ― 760 

自 己 株 式 の 消 却  ― ― 
株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) △27,935 △27,935 △27,935 

当 期 変 動 額 合 計 △27,935 △27,935 15,573 

当 期 末 残 高 320,909 320,909 7,073,830 

 



個 別 注 記 表 
   

   
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの：決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 
時価のないもの：金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの（匿名組合出

資等）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最
近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま
す。その他は移動平均法による原価法によっております。 

(2) デリバティブ 
時価法 

2. 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
(イ)賃貸資産 
○ リース資産 
リース契約期間を償却年数とし、リース期間満了時に見込まれるリース資産の処分価額を残
存価額として、当該期間内に定額償却する方法 
○その他の賃貸資産 

平成19年３月31日以前に取得したもの……旧定額法 
平成19年４月１日以降に取得したもの……定額法 

(ロ)社用資産 
旧定率法 

(2) 無形固定資産 
定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。 

3. 繰延資産の処理方法 
社債発行費は社債の償還までの期間にわたり定額にて償却しております。 
なお、社債発行費償却額は損益計算書上、売上原価の中の資金原価に含めて表示しております。 

4. 重要な引当金の計上方法 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び
破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
(2) 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に備えるために、支給見込額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 
従業員及び使用人兼務役員の賞与支給に備えるために、支給見込額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備え、当期末における株式給付規程に基づく期末勤務ポイント数及び時価に
基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

  



5. 収益及び費用の計上基準 
(1) リース取引の処理方法 
(イ)ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準 
リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

(ロ)オペレーティング・リース取引の収益の計上基準 
リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経
過期間に対応するリース料を計上しております。 

(2) 割賦売上高及び割賦原価の計上方法 
割賦販売取引は、商品の引渡時にその契約高の全額を割賦債権に計上し、支払期日到来の都度、
割賦収入及びそれに対応する割賦原価を計上しております。 
なお、期日未到来の割賦債権に対する割賦未実現利益は、繰延処理をしております。 

(3) 金融費用の計上方法 
金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしておりま
す。 
その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準
として営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費
用を、営業外費用に計上しております。 
なお、資金原価は営業資産に係る金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控除して計上
しております。 

6. ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計は、繰延ヘッジ処理を行っております。なお、振当処理の要件を満たす為替予約等に
ついては振当処理を、特例処理の要件を満たす金利スワップ等については特例処理を採用しており
ます。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
○ヘッジ手段 
金利スワップ取引、金利キャップ取引及び通貨スワップ取引 
○ヘッジ対象 
借入金、外貨建社債等 

(3) ヘッジ方針 
当社は事業活動に伴って発生する金利の変動リスク及び為替変動リスクをコントロールする目的
でデリバティブ取引を利用しております。 
(4) 有効性評価の方法 
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ期間を通じてキャッシュ・フ
ローの変動リスクを回避していると想定することができるため、ヘッジの有効性の評価は省略して
おります。 
なお、金利スワップ等の特例処理の要件を満たすものについては特例処理を行っているため、有
効性評価の判定を省略しております。また、振当処理の要件を満たしている為替予約等は振当処理
を行っているため有効性評価の判定を省略しております。 

7. その他計算書類作成のための重要な事項 
(1) 営業貸付債権の計上方法 
営業目的の金融収益を得るために実行する貸付金、債権の買取等を計上しております。 
なお、当該金融収益は、ファイナンス収益に計上しております。 

(2) 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

  
  



【追加情報】 
(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引) 
 当社は、従業員に対する福利厚生サービスを目的として、受給権を付与された従業員に信託を通じて
自社の株式を交付する取引を行っております。 
 (1) 取引の概要 
 予め当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が退職した場合に当該退職者に対し当社
株式を給付する仕組みです。当社は、従業員に勤続や成果に応じてポイントを付与し、従業員の退
職時に累積したポイントに相当する当社株式を給付します。なお退職者に対し給付する株式につい
ては、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理しており
ます。  
(2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報
告第30号 平成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を
行っております。 

 (3) 信託が保有する自社の株式に関する事項 
 信託における帳簿価額は当事業年度129,543千円であります。信託が保有する自社の株式は、株
主資本において自己株式として計上しております。   
 期末株式数は当事業年度1,023,000株であり、期中平均株式数は当事業年度1,001,769株であり
ます。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めてお
ります。 

  
  



【貸借対照表に関する注記】 
1. 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。 
2. 減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 
(1) 賃 貸 資 産 8,181,971千円 
(2) 社 用 資 産 55,059千円 
 計 8,237,030千円 
3. 担保に供している資産 
(1) 現 金 及 び 預 金 2,297,000千円 
(2) 割 賦 債 権 21,323,257千円 
(3) リ ー ス 債 権 568,281千円 
(4) リ ー ス 投 資 資 産 47,015,791千円 
(5) 営 業 貸 付 金 1,915,035千円 
 (その他の営業貸付債権を含む)  
(6) 賃 貸 料 等 未 収 入 金 6,253千円 
(7) 賃 貸 資 産（土地) 2,324,041千円 
(8) 賃 貸 資 産（建物) 1,708,859千円 
(9) 投 資 有 価 証 券 691,909千円 
(10)オペレーティング・リース契約債権等 275,734千円 
 計 78,126,161千円 

4. 担保提供資産に対応する債務 
(1) 短 期 借 入 金 2,070,000千円 
(2) 長 期 借 入 金 56,940,695千円 
(内１年以内返済予定額) ( 21,087,363千円) 

(3) 債権流動化に伴う長期支払債務 903,880千円 
(内１年以内支払予定額) ( ―千円) 

(4) 営 業 受 取 保 証 金 794,247千円 
 計 60,708,822千円 
5. 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 
なお、期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 
(1) 受 取 手 形  
(貸借対照表上の科目)  

 割 賦 債 権 65,334千円 
 リ ー ス 投 資 資 産 51,146千円 
 リ ー ス 債 権 235千円 
 受 取 手 形  計 116,715千円 
(2) 支 払 手 形 200,664千円 
6. 関係会社に対する金銭債権 
区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権が属する項目ごとの金額は、次のとおりであ
ります。 
 賃 貸 料 等 未 収 入 金 1,121千円 
 短 期 貸 付 金 80,000千円 
 そ の 他 3,890千円 
  
  



【損益計算書に関する注記】 
1. 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。 
2. 資  金  原  価 
 支 払 利 息 1,577,598千円 
 受 取 利 息 656千円 
3. 関係会社との取引高の総額 
    (営業取引による取引高) 
 売 上 高 10,993千円 
 売 上 原 価 134,029千円 
 販売費及び一般管理費 2,560千円 
  
【株主資本等変動計算書に関する注記】 
1. 記載金額は千円未満を四捨五入して表示しております。 
2. 発行済株式に関する事項 
 

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増   加 減   少 当事業年度末 
普 通 株 式(株)  8,679,800 ― ― 8,679,800 
Ａ種優先株式(株)  790,000 ― 340,000 450,000 
合     計 9,469,800 ― 340,000 9,129,800 

(変動事由の概要） 
Ａ種優先株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。 
Ａ種優先株式の消却による減少  340,000株 

3. 自己株式に関する事項 
 

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増   加 減   少 当事業年度末 
普 通 株 式(株)  1,221,127 107,352 6,000 1,322,479 
Ａ種優先株式(株) ― 340,000 340,000 － 
合     計 1,221,127 447,352 346,000 1,322,479 
(注) 平成28年12月31日現在において資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当

社株式1,023,000株は自己株式数に含めて記載しております。 
(変動事由の概要） 
普通株式の増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。 
株式給付信託の追加拠出による増加 106,000株 
単元未満株式の買取りによる増加 1,352株 
株式給付信託からの給付による減少 6,000株 

Ａ種優先株式の増加及び減少はそれぞれ、株式会社北洋銀行からの取得請求による取得及びその全数
の消却であります。 
4. 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 

決    議 株式の種類 配 当 金 の 
総額(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 基 準 日 効力発生日 

平成28年３月25日 
定 時 株 主 総 会 普通株式 41,023 5.5 平成27年 

12月31日 
平成28年 
３月28日 

平成28年３月25日 
定 時 株 主 総 会 Ａ種優先株式 23,700 30.0 平成27年 

12月31日 
平成28年 
３月28日 

(注) 資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有の当社株式923,000株は、株主資本におい
て自己株式として計上しているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より、5,077千円
を除いております。 

  



(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

決   議 株式の種類 配当の原資 配 当 金 の 総額(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 基 準 日 効力発生日 

平成29年３月24日 
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 51,501 7.0 平成28年 12月31日 

平成29年 
３月27日 

平成29年３月24日 
定 時 株 主 総 会 Ａ種優先株式 利益剰余金 13,500 30.0 平成28年 12月31日 

平成29年 
３月27日 

(注１)平成29年３月24日開催予定の第45回定時株主総会において付議する予定であります。 
(注２)資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有の当社株式1,023,000株は、株主資本にお

いて自己株式として計上しているため、普通株式に関する配当金の総額の計算より、  
7,161千円を除いております。 

 

  
【税効果会計に関する注記】 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)   
 貸倒引当金及び貸倒損失  68,178千円 
 賃貸建物減価償却費  328,088千円 
 資産除去債務  189,193千円 
 その他  348,742千円 
 小  計  934,201千円 
 評価性引当額  △82,221千円 
 繰延税金資産合計  851,980千円 
(繰延税金負債)   
 新リース会計移行差異  79,517千円 
 その他  209,742千円 
 繰延税金負債合計  289,259千円 
 差引：繰延税金資産の純額  562,721千円 
    

 

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
平成28年３月29日に「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する等

の法律」が国会で成立し、平成28年４月１日以後開始する事業年度より、法人税率等が変更されるこ
とになりました。これに伴い、平成29年１月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一
時差異等について、その繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は、平成29年１月１
日から平成30年12月31日までは32.01％から30.65％へ、平成31年１月１日以降は32.01％から
30.41％へ変更されます。    
この法定実効税率に基づき、当事業年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債を計算した結果、繰延

税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が27,465千円減少、その他有価証券評価差
額金が5,839千円増加、当事業年度の法人税等調整額が33,303千円増加しております。  

 
  



【金融商品に関する注記】 
1. 金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 
当社は、機械設備等の各種物品及び不動産の賃貸取引及び割賦販売取引並びに金融取引等を行っ
ております。これらの事業を行うため、主に金融機関からの借入による間接金融のほか、社債の発
行、債権流動化等による直接金融によって資金調達を行っております。 
当社は、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合管理（ALM）を実
施しております。 
またデリバティブ取引については、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためリスク管
理を目的としており、投機的取引は行っておりません。 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権であるリース債権、リース投資資産、割賦債権及び営業貸付金は、顧客に対する債権で
あり、顧客の債務不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。 
投資有価証券は、主に株式、債券であり、事業推進目的などで保有しております。これらは、そ
れぞれの発行体の信用リスク及び金利変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。 
営業差入保証金は、敷金及び建設協力金であり、差入先の信用リスクに晒されております。 
リース債務、社債、借入金、債権流動化に伴う長期支払債務及び営業受取保証金は、市場の混乱
や当社の財務内容の悪化などにより市場から資金調達を行えなくなる場合など、支払期日にその支
払を実行できなくなる流動性リスクに晒されております。また、資金調達の一部は変動金利による
調達のため、金利変動リスクに晒されておりますが、一部は金利スワップ取引を行うことにより当
該リスクを回避しております。 
デリバティブ取引は、外貨建金銭債務に係る為替変動リスクを回避するために通貨関連のデリバ
ティブ取引を、借入金の金利変動リスクを回避するために金利関連のデリバティブ取引を行ってお
ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ会計の方法、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘ
ッジの有効性の評価方法等については、前述の重要な会計方針に係る事項に関する注記「6. ヘッ
ジ会計の方法」をご参照ください。 
(3) 金融商品に係るリスク管理体制 
① 信用リスクの管理 
当社では与信権限・与信限度額の社内規程を設け、顧客の定量面、定性面の評価を交えた与信
管理体系をとっております。この規程に則り、取引先、案件の内容等を総合的に評価した上で取
り組みの可否を判断しており、その与信管理は各営業部と審査室が行っております。新規先大口
案件等については審査委員会を経由の上、社長決裁となります。案件取り組み後は、毎年大口取
引先の直接訪問や周辺調査を実施し、経済情勢、経済環境などによる変化を各営業部を経由し審
査室に報告し、信用リスクに応じて与信管理を行っております。また資産管理部は問題債権の管
理、効率的な削減を図っております。 

  



② 市場リスクの管理 
当社では市場リスクの管理体制等は、社内規程であるリスク管理規程において定めております。 
a 金利リスクの管理 
金利変動リスクに対応するため、財務部が金利情勢を常時注視し、金融資産及び負債の金利
や期間を総合的に把握し、分析やモニタリングを行い、毎月の定例会議等に報告しております。 
b 為替リスクの管理 
為替変動リスクは通貨関連のデリバティブ取引を行うことで管理しております。為替変動リ
スクの状況については、財務部が担当役員に定期的に報告しております。 
c 株価変動リスクの管理 
有価証券及び投資有価証券の株価変動リスクについては、総務部が時価や発行先の財務状況
を把握し、定期的に担当役員に報告しております。また、上場株式については評価損益を計測
して、モニタリングを実施しており、これらの情報に大きく変化があった場合は、都度定例会
議等に報告しております。 
d デリバティブ取引 
デリバティブ取引については、デリバティブ取引の取り扱い及びリスク管理に関する規程に
当社の取引基本方針、リスク管理手続、決裁権限、報告等を定めております。取り組みについ
ては、金利、為替変動リスクに対するヘッジを目的とし、財務部が適切な実行管理を行ってお
ります。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 
当社では流動性リスクの管理体制等は、社内規程であるリスク管理規程において定めておりま
す。 
財務部が資金繰り計画を作成し、回収資金及び返済資金に係わる期日管理を一括して実行して
おります。また、資金調達手段の多様化、金融機関の当座貸越枠を取得するなどして市場環境を
考慮し、手元流動性の調整、維持などによって流動性リスクを管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前
提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、後述の「デリバティ
ブ取引」におけるデリバティブ取引における契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名
目的な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大き
さを示すものではありません。 

  



2. 金融商品の時価等に関する事項 
平成28年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりませ
ん（（注)2.参照）。 
また、次表以外の金融資産及び金融負債等については、金額の重要性が乏しいため、記載を省略し
ております。 

 

  貸借対照表計上額 
(千円) 

時  価 
(千円) 

差  額 
(千円) 

(1) 現金及び預金 11,289,062 11,289,062 ― 
(2) 受取手形 246   
 貸倒引当金(※2) △0   
  246 246 ― 
(3) 割賦債権(※1) 23,085,393   
 貸倒引当金(※2) △30,875   
  23,054,518 23,195,494 140,976 
(4) リース債権 668,787   
 貸倒引当金(※2) △894   
  667,893 661,884 △6,008 
(5) リース投資資産 55,094,565   
 貸倒引当金(※2) △73,685   
  55,020,880 57,030,936 2,010,056 
(6) 営業貸付金 244,536   
 貸倒引当金(※2) △327   
  244,209 244,168 △41 
(7) その他の営業貸付債権 2,196,308   
 貸倒引当金(※2) △2,937   
  2,193,371 2,216,901 23,531 
(8) 賃貸料等未収入金 1,817,048   
 貸倒引当金(※2) △2,430   
  1,814,618 1,814,618 ― 
(9) 投資有価証券 958,786 958,786 ― 
(10) 固定化営業債権 31,581   
 貸倒引当金(※2) △16,823   
  14,758 14,758 ― 
(11) 営業差入保証金 1,374,358 1,370,241 △4,118 
 資産 計 96,632,698 98,797,094 2,164,397 
(1) 支払手形 904,334 904,334 ― 
(2) 買掛金 2,511,837 2,511,837 ― 
(3) 短期借入金 2,570,000 2,570,000 ― 
(4) 社債 10,450,000 10,615,571 165,571 
(5) 長期借入金 76,805,634 77,241,670 436,036 
(6) 債権流動化に伴う長期支払債務 2,451,460 2,482,988 31,528 
(7) リース債務 1,945,628 1,946,784 1,157 
(8) 営業受取保証金 5,894,593 5,894,593 ― 
 負債 計 103,533,484 104,167,777 634,292 

   



(※1) 貸借対照表計上額は、割賦未実現利益を控除しております。 
(※2) 受取手形、割賦債権、リース債権、リース投資資産、営業貸付金、その他の営業貸付債権、賃

貸料等未収入金、固定化営業債権は、それぞれに対応する貸倒引当金を控除しております。 
 
(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
資 産 
(1) 現金及び預金 
預金はすべて短期であるため、時価と帳簿価額が近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。 
(2) 受取手形 
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。 
(3) 割賦債権 
未回収の債権額を、内部格付に基づく区分毎に、新規契約を行った場合に想定される利率で割
り引いて時価を算定しております。 
(4) リース債権、(5) リース投資資産 
未回収のリース債権及びリース料債権の総額から維持管理費用相当額を控除し、内部格付に基
づく区分毎に、新規契約を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 
(6) 営業貸付金、(7) その他の営業貸付債権 
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、顧客の信用状態は実行後大きく異なって
いないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており
ます。 
固定金利によるものは、未回収の元利金を、内部格付に基づく区分毎に、新規契約を行った場
合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 
(8) 賃貸料等未収入金 
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。 
(9) 投資有価証券 
株式及びその他については取引所の価格によっております。また、債券については、取引金融
機関から提示された価格または将来キャッシュ・フローの現在価値によっております。 
また、保有目的毎の有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

  



○その他有価証券における種類毎の貸借対照表計上額、取得原価及びこれらの差額 

区分 貸借対照表計上額 
(千円) 

取得原価 
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

 ① 株式 920,137 499,321 420,817 
 ② その他 25,704 12,843 12,861 

小計 945,841 512,163 433,678 
貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

 ① 株式 12,945 14,744 △1,799 

小計 12,945 14,744 △1,799 

合計 958,786 526,907 431,879 
 

 
 

(10)固定化営業債権 
固定化営業債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し
ているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似
しており、当該価額をもって時価としております。 

(11)営業差入保証金 
将来キャッシュ・フローについて、リスクフリー・レートで割り引いて時価を算定しておりま
す。 

 
  



負 債 
(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。 
(4) 社債、(5) 長期借入金、(6) 債権流動化に伴う長期支払債務 
これらのうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は
実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間毎に区分した当該科目の元利金
の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 
(7) リース債務 
新規契約を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

(8) 営業受取保証金 
将来キャッシュ・フローについて、リスクフリー・レートで割り引いて時価を算定しておりま
す。 

 
デリバティブ取引 
(1) ヘッジ会計が適用されていないもの 
該当事項はありません。 

(2) ヘッジ会計が適用されているもの 
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法毎の決算日におけ
る契約額または契約において定められた元本相当額は、次のとおりであります。 

 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
(千円) 

うち1年超 
(千円) 

時価 
(千円) 

当該時価の 
算定方法 

金利スワッ
プの特例処
理 

金利スワップ取引 
受取変動･支払固定 長期借入金 4,958,980 3,064,420 (※1)  

金利キャップ取引 長期借入金 4,443,060 2,143,771 (※1)  

為替予約等
の振当処理 通貨スワップ取引 社   債 2,010,000 2,010,000 (※2)  

合    計 11,412,040 7,218,191   
 

(※1) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金等と一体として処
理されているため、その時価は、当該長期借入金等の時価に含めて記載しております（上記
「負債」(5)参照）。 

(※2) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている社債と一体として処理されてい
るため、その時価は、当該社債の時価に含めて記載しております（上記「負債」(4)参照）。 

 
  



2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

区   分 貸借対照表計上額(千円) 
非上場株式 63,227 
優先株式 30,000 
関係会社株式 10,000 

 

これらについては、市場性がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。 

 
3. 金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

 

区  分 １年内 
(千円) 

１年超 
２年内 
(千円) 

２年超 
３年内 
(千円) 

３年超 
４年内 
(千円) 

４年超 
５年内 
(千円) 

５年超 
(千円) 

現 金 及 び 預 金 11,289,062 ― ― ― ― ― 
割 賦 債 権 9,854,865 6,263,137 4,183,320 2,506,750 994,231 412,350 
リ ー ス 債 権 254,629 202,820 130,334 59,069 16,035 5,900 
リース投資資産 16,466,194 14,073,835 11,115,827 7,635,810 4,599,463 1,203,436 
営 業 貸 付 金 120,102 43,601 70,000 10,000 833 ― 
その他の営業貸付債権 412,492 440,147 534,899 182,881 142,783 483,106 
営業差入保証金 90,916 99,163 175,635 110,367 95,505 802,773 

合 計 38,488,259 21,122,704 16,210,014 10,504,876 5,848,850 2,907,565 
 

4. 社債、長期借入金、リース債務、債権流動化に伴う長期支払債務の決算日後の返済予定額 
 

区  分 １年内 
(千円) 

１年超 
２年内 
(千円) 

２年超 
３年内 
(千円) 

３年超 
４年内 
(千円) 

４年超 
５年内 
(千円) 

５年超 
(千円) 

社 債 2,500,000 2,380,000 1,540,000 1,220,000 2,810,000 ― 
長 期 借 入 金 26,723,969 21,027,583 15,130,998 9,268,608 3,609,195 1,045,280 
リ ー ス 債 務 606,095 485,560 407,028 226,023 156,681 64,240 
債権流動化に伴 
う長期支払債務 213,280 215,866 218,491 221,076 223,647 1,359,100 

合 計 30,043,345 24,109,009 17,296,517 10,935,707 6,799,523 2,468,620 
  
  



【賃貸等不動産に関する注記】 
賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項 
1. 賃貸等不動産の概要 
当社は、北海道、東北及びその他の地域において、賃貸用の商業施設（土地を含む）を有しており
ます。 
 
2. 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び
当該時価の算定方法 

 

貸借対照表計上額 決算日における時価 
(千円) 当期首残高(千円) 当期増減額(千円) 当期末残高(千円) 

13,580,969 221,166 13,802,135 15,035,196 
 

(注) 1. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額(減損損失累計額を含む)を控除した金額
であります。 

2. 主な変動事由 
増加は、賃貸用の商業施設の取得1,330,574千円、資産除去債務の計上額82,213千円、
減少は、賃貸用の商業施設の売却299,139千円、減価償却費688,402千円であります。 

3. 時価の算定方法 
収益還元法に基づいて自社で合理的に算定した金額や市場価格を反映していると考えら
れる指標に基づく金額、また一部の不動産については適正な帳簿価額をもって時価として
おります。 

 
3. 賃貸等不動産に関する損益 
当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は1,070,667千円（賃貸収益及び賃貸費用は、それぞれ売上高及
び売上原価に計上）、固定資産売却益は155,301千円、減損損失は10,546千円、固定資産除却損は
1,483千円（いずれも特別損益に計上）であります。 
  
  



【持分法損益等に関する注記】 
該当事項はありません。 
  
【関連当事者との取引に関する注記】 
1. 親会社及び法人主要株主等 

種 類 
会社等の 
名称 

所在地 
資本金 
又は 
出資金 

事業の 
内容 

議決権等の
所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 科 目 期末残高 

 百万円  ％ 千円 千円

主要株主 
（法人） 

芙蓉総合リース
株式会社 

東京都 
千代田区 

10,532 総合 
リース業 

（所有） 
直接 
0.04 

（被所有） 
直接 
10.01 

事業資金 
の貸付及び
借入等 

事業資金 
の貸付 440,236 

その他の
営業貸付
債権 

1,193,567 

事業資金 
の借入 5,803,922 

長期 
借入金 13,289,886 

担保の提供 1,292,160 ― ― 

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等 
1．事業資金の貸付及び借入の利率は、市場金利等を勘案して決定しております。 
2．長期借入金に対し、担保を提供しております。担保提供の取引金額は当事業年度末日現在の
債務残高であります。 

  
2. 役員及び個人主要株主等 
 

種 類 会社等の名称 
又は氏名 所在地 

資本金 
又は 
出資金 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末 

残高 

   百万円  ％   千円  千円 

役員及び
その近親
者 

関  寛 ― ― 当社代表
取締役 

（被所有） 
直接 
18.26 

債務被保証 

当社銀行
借入に対
する連帯
保証 

1,104,500 ― ― 

 

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等 
当社は銀行借入に関して、代表取締役関寛から債務保証を受けております。なお、債務被保証に
ついては、保証料の支払は行っておりません。 

 
  
  



【１株当たり情報に関する注記】 
株主資本において自己株式として計上されている資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)所有
の当社株式は、｢１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めて
おります（当事業年度1,023,000株）。 
 また、「１株当たり当期純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」の算定上、
期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当事業年度1,001,769株）。 
１株当たり純資産額 898円47銭 
１株当たり当期純利益金額 62円61銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 46円76銭 

 

※ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、
以下のとおりであります。 

 

損益計算書上の当期純利益 475,501千円 
普通株主に帰属しない金額 13,500千円 
内訳：Ａ種優先株式配当金 13,500千円 
差引普通株式に係る当期純利益 462,001千円 
普通株式の期中平均株式数 7,378,838株 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に用いられた当期純利益調整額 13,500千円 

内訳：Ａ種優先株式配当金 13,500千円 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数 2,789,466株 

内訳：Ａ種優先株式 2,789,466株 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

― 

  
【重要な後発事象に関する注記】 
該当事項はありません。 
  
  



【その他の注記】 
１. 資産除去債務に関する注記 
(1)資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 
(イ)当該資産除去債務の概要 
賃貸用不動産の賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。 

(ロ)当該資産除去債務の金額の算定方法 
使用見込期間をテナントとの契約期間と見積り、割引率は使用見込期間に見合う国債流通利回
り（0.055％～1.881％）を使用して資産除去債務の金額を算定しております。 

(ハ)当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 
期首残高 530,332千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 82,213千円
時の経過による調整額 9,132千円
期末残高 621,677千円

 
(2)貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 
(イ)当該資産除去債務の金額を貸借対照表に計上していない旨 
本社、支店及び営業所として使用している事務所に係る資産除去債務は、貸借対照表に計上し
ておりません。 

(ロ)当該資産除去債務の金額を貸借対照表に計上していない理由 
本社、支店及び営業所として使用している事務所については、不動産賃貸借契約により、退去
時における原状回復費用等に係る債務を有しておりますが、当該債務に関する賃借資産の使用
期間が明確ではなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理
的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりませ
ん。 

(ハ)当該資産除去債務の概要 
事務所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。 
 

  



２. リース取引に関する注記 
(1) ファイナンス・リース取引 
(イ)リース投資資産の内訳 
 リース料債権部分 58,821,678千円 
 見積残存価額部分 1,463,920千円 
 受取利息相当額 △5,191,033千円 
 合計 55,094,565千円 

 
(ロ)リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の決算日後の回収予定額 

 

 リース債権 
(千円) 

リース投資資産 
(千円) 

１年以内 268,401 18,437,681 
１年超 
２年以内 209,890 15,235,417 

２年超 
３年以内 133,582 11,679,303 

３年超 
４年以内 60,244 7,813,838 

４年超 
５年以内 16,383 4,510,692 

５年超 6,025 1,144,748 
合計 694,525 58,821,678 

  
(2) オペレーティング・リース取引（解約不能のもの） 
未経過リース料 
 １年以内 190,453千円 
 １年超 2,294,986千円 
 合計 2,485,439千円 

 
３. 退職給付に関する注記 
(1) 採用している退職給付制度の概要 
当社は確定拠出年金制度を採用しております。また、従業員の退職または死亡に際して、当社発
行の普通株式その他の財産の給付を行う、株式給付制度を採用しております。 

 
(2) 確定拠出制度 
当社の確定拠出制度への要拠出額は、38,306千円でありました。 

 
 




